
名古屋都市圏における都市化の

集積経済に関する考察

商業立地モデル を基礎 として

神 頭 広 好

1.は じめ に

立 地 論 的 観 点 か ら 「集 積 」 の 概 念 を扱 っ た 代 表 的 研 究 と し て は,Weber

〔1909〕,Hoover〔1937〕,Losch〔1940〕 及 びIsard〔1956〕 な ど が 挙 げ

られ る。Weberは,工 業 立 地 に 照 準 を あ て,工 業 集 積 を集 積 利 益 に 対 す る

「純 粋 集 積 」 と局 地 利 益 に 対 す る 「偶 然 集 積 」 とに分 類 して い る。Hoover

は,集 積 を(1)規 模 に よ る 集 積,(2)地 域 的 集 積,(3)都 市 化 に よ る集 積 の3

つ に 区 分 した 上 で,集 積 の 定 義 を行 って い る 。Loschは,以 上 の 集 積 に 関

す る分 類 及 び定 義 を,よ り発 展 させ て 都 市 形 成 過 程 に つ い て の 分 析 を試 み

て い る。Isardは,Hooverの 定 義(分 類)を 一 層 明確 に す る と同時に,「都

市 化 の 集積 経 済 」 に 着 目 して,こ の 大 き さ を 都 市 人 口規 模 と電 力 消 費 量 及

び(輸 送,労 働,動 力,教 育)経 済 と の 関 係 か ら考 察 して い る 。 ま た,

Richardson〔1973〕 は,集 積 経 済 に関す る特 徴 を経 済 主 体 別 に論 じて い る。

一 方
,我 が 国 で は,工 業 集 積 に つ い て は 江 沢 〔1954〕,青 木 〔1960〕,青 木

及 び 西 岡 〔1967〕,集 積 の 概 念 を体 系 化 し,整 理 し た も の と して は,西 岡

〔1976〕 及 び 川嶋 〔1977〕 な どが あ る。 しか し,都 市 及 び 地 域 政 策 に 少 な

くと も応 用 可能 な 集 積 経 済(配 置)モ デ ルは,あ ま り開 発 さ れ て い な い。
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そ こ で,本 研 究 で は,ま ず 商 店 経 営 者 の 利 潤 最 大 化 にllつ い て,「 都rfi化

の 集 積 量 」nの空 間 的 配 置 モ デ ル を構 築 す る。 次 に,名 占屋 都 市 圏2)を対 象 と

して,同 モ デ ル の 適 合 性 に つ い て の 考 察 を試 み る。

2.理 論 モ デ ル

まず,モ デ ル の 構 築 に あ た り,次 の 諸 仮 定 を設 定 す る。

(1)商店 経 営 者 の収 入 関 数 は,「CBDか らの 距 離 」,「売 り場 面積 」,「駐 車 場

面 積 」 及 び 「都 市 化 の 集 積 量 」 か らな る。

(2)「都 市 化 の 集 積 量 」 は,「CBDか らの距 離 」 の関 数 として 表 わ さ れ る。 こ

れ は,CBDか らの距 離 に 沿 っ て,消 費 者 を 魅 了 す る よ うな 施 設 が,建 設

され て い る こ と を イ ン プ リ シ ッ トに示 す 。

(3)店舗 の 地 代 関 数 は,「CBDか らの 距 離 」,「売 り場 面積 」 及 び 「駐 車場 面

積 」 か らな る。

(4)商品 価 格 は,市 場 に よ っ て 決 め ら れ る 。

(5)商店 は,需 要 を満 たす に 足 る 多 くの 在 庫 を有 す る 。

以 上 の仮 定 に 基 づ い て,商 店 経 営 者 の 収 入関 数 を次 の よ うに 設 定 す る。

R=p・q(t,α,u,A(t))

こ こ で,q(需 要 量)の 関 数 を次 の よ うに 特 定 化 す るsO

q=alogt+,Qloga+ylogu+A(t)

た だ し,R:収 入

p:単 位 当 り商 品価 格

t:CBDか らの 距 離.

a:売 り場 面 積
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u:駐 車 場 面 積

A(t>:都 市 化 の 集 積 量

a,Q,Y:t,a及 びuの そ れ ぞ れ に 対 す る需 要 弾 力性(α<0,β>o,

y>o>

次 に,商 店 経 営 者 の 費 用 制 約 式 を示 す 。

M=m十r(t,a,u)十w

こ こで,r(地 代)の 関 数 を次 の よ うに特 定 化 す る 。

Y=δ109'十Eloga十 η10gz6

た だ し,M:商 店 経 営 者 の 総 費 用

m:経 営 維 持 管 理 費 用

δ,ε,η:t,a及 びuの そ れ ぞ れ に対 す る地 代 の 弾 力 性

(δ<0,E>0,η>0)

w:賃 金

商 店 経 営 者 が,利 潤 最 大 化 行動 を採 る こ と を仮 定 す る と,π(利 潤)=

R-Mか ら,4π=〃 ぞ一dM=0の 条件 が 必 要 とな る4)0そ こで,同 条 件 よ

り次 式 が 導 出 され る510

A(t)m(・)一 δ(券一号)logt

ここで,CBDを 中心 とする円形都市を仮定すると,上 式よりCBDか ら

t地 点に立地 している商店の(CBD都 市化集積量を除 く)総 都市化集積量

Sは,次 式で表わされる。

S-2π か 勲

以上の分析結果より,需 要関数の弾力性(α,β または γ),地 代関数の弾
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3.適 合分析(空 間的配置 モデ ルへ の アプ ロー チ)

ここでは,商 店の収 入関数に含まれる 「都市化の集積量」が,都 市化度6)

によって説明されるという観点に立ち,主 成分分析 予法を名古屋都市圏

に応用7}して,2時 点 にわた り本研究 で構築 したモデルの配置形態に関す

る適合性についての考察を試みた。分析結果は,次 の とおりである。

(1)第2-1図 及び第2-2図 が示すように,1970年 及び1980年 ともに,名

占屋市を中心 として,都 市化度(≒ 都市化の集積量)がi司 心円的に順次

低下していく傾向にある。ただし,1970年 の多治見市のように,例 外的

地域が存在する。

(2)路線別にみると,各 年間わず,中 央本線は比較的都市化度の高い地域 を

通過しているのに対して,関 西本線は比較的都市化度の低い地域 を通過

している。
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名占屋都 市圏における都市化の集積経済に関す る考察

第2-1図 名占屋SMSA 1970で 書モ
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表1-1因f負 荷 量 表(1970年)

名 占屋SMSA COMPOSITENO.1=CSU

1

2

3

4

5

6

7

8

DID人U比 串(.)

ネ ・ノ ト 人 口 比,t,(入/ha)

口掴f片 り μセ帯 上ヒ}亭～(。)

⊥忌営rrr家 上ヒ2辛～(.)

金 融 ・保 険 ・不 動 産.業'比 率(.)

DID面 積 比3躯(.)

従 業 者 当 り 商 品 販 売 額(百 ノ∫}旦」/八)

;}f交 幽 人 口 上ヒ・く()

c).32'L

O.305

0.297

0.296

U.2HO

O.278

0.'275

0.244

9

10

11

1'.?

13

14

15

16

17

1H

19

zu

zi

22

L3
'L4

zs

運 韓両 ・通fr言 業'上ヒ,」F'(.)

電 気 ・ガ'ス ・水 道 業 比 串(.)

人U密 度(人/km2)

1:務 上ヒ'」郎(.)

生 席 年・齢 人 口 比 率(.)

公 営 ・公 団 比 擦{(.)

建 、言三セ瑛 」七 壕二(.)

糸合.与一fis壕三よヒ,t,(.)

サ ー ビ ス 裳-上ヒ}彰(.)
'之三1也i而手轟上ヒ玲～(

.)

従 業'若 当 り 製 造 晶 出 声f額 等 〔百 〃 円/人)

農 家,1～ り経 嘗 耕 地 面#i(n/戸)

}H畑lIhi4di上 ヒ♪」F'(.>

ilfiX11班臼・ツ:名'去ヒ}」卜～(.〉

幻」年 ノ＼日 上ヒ擦二(.〉

老 齢 人 ロ 比 率(.〉

製 造 叢 上ヒ}辛く()

0.196

0.145

0.130

0.111

0.104

0.103

0.102

0.076

0.074

0.066

0.051

0.037

0.oio

-O .03fi

-O .107

-O .107

-O .190

zs尉4肖 轄.(km)

27持 ち'6°'比 率()

一 〇
.213

-0 .303

注
1)寄'」 ・率 は.26.8%を ・」≧す 。

2)[:=:コ 内 の 数f直 は,絶 対fl齢,2以Lの も の を,,す 。
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第2-2図 名占 屋SMSA 1980年
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表1-2因/負 荷 量 表(1980年)

名古崖SMSA COMPOSITENO.1=CSU

1

2

3

4

5

6

7

8

9

人 口 密 度(人/k面2)

DID面 檀 比 準(.}

生 産 年 齢 人 口 比}磁(.)

1t'営f梓'菜 上ヒ≧季く(.)

ネ ・ノ ト 人 【.1密,翼(人/ha)

rも地 匡ゴ訂拳貞上ピー#;( .)

DID人 口 比 串(.)

昌制1P`rりtu:・9r上 ヒ}争ζ(.)

従 業 者 当 り 商 品 販 充 額(百 ノ∫1り/人)

q.'LK4

0.277

0.'268

0.'L61

1).25t3

0.2513

0.241

0.L30

0.206

io

11

12

13

14

15

ユ6

17

is

19

20

21

22

23

24

金 融 ・f呆 険 ・ンfこ重吻函「三業三上ヒ'辛～(.)

梵 夜 間 人 口 比}郭c.)

通 勤 通 学 者 比 串(.)

運 肇駒 ・;iLLr業 上ヒ♪辛～(.)

公 営 ・公 団 比 串 〔.)

サ ー ビ ス 巣 比 準(.)

糸含off■}:'t;1'ヒ壕{(.)

電 気 ・ガ ス ・水 道 巣 比 串1.

建 設 巣 」七#,(.)

1:務 上ヒ垂亭く(.)

老 妬}人 【」上ヒ峰く(.)

従 業 者 当 り 製 造 品 出 弔lf額 導

幼 年 人 日 比 串(.)

製 造 叢 比 串(.)

川 畑 面 横 比 率(.)・

)

r.万 円/人 ♪

0.199

0.166

u.14'L

O.136

0.130

0.105

0.103

0.IOQ

O.069

0.051

-O .OU6

-〔 〕
,`,39

-0
.1713

-U
.179

-O
.ly6

25

zs

27

農 家 当 り経 営 耕 地ihi4it(u/戸)
距離(km)

持 ち家 比 寧(.1

‐u
.2uo

-0
.202

-O
.'LG4

注
1)寄 験 率 は.39.3"/i,を,,<す 。

2)[=:コ 内 の 数 値 は.絶 対'植0.2以Lの も の を 示 す,,
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名占屋都市圏におけ る都 市化の集積経済に関す る考察

前記の分析結果より,路 線別(方 向別)に みると,都 市化度傾向に差があ

るものの,大 局的には,都 市化度が順次低下してゆ く同心円構造を呈 して

お りai本 モデルの空間的配置形態に関する名古屋都市圏への適合度が比較

的高いと考えられる。

4.お わ り に

本研究では,都 市化の集積量を1変 数 として組み込んだ商店経営者の利

潤最大化モデルを構築することによって,都 市化集積量の空間的配置形態

を明らかに した。ついで,構 築 したモデルの名古屋都市圏への適合性に関

し,主 成分分析手法を利用して部分的考察を試みた。 しか し,同 モデルを

直接的に都市,地 域政策に応用可能なものとするためには,

(1厘 回帰分析を利用する際のA(t)と 誤差 との判別性及び変数の基準化

②商店経営者の利潤が,常 に最大化されているか(情 報量 との関連 におい

て も)

といった問題点に対処することが今後の課題 として残 される。

注

1)こ こ での 都 市化 集積 量 とは,「 都 市化 の ア メニ テ ィ を もた らす 財,及 び サ ー ビ

スの バ ス ケ ・ト」 を指 す。

2)こ こで は,米 国 で 採 用 され て い る 標 準 都 市 圏 統 計 地 域(SMSA:Standard

MetropolitanStatisticalArea)に 準 じて設 定 され た,我 が 園の 都 市 圏域 を用 い

る こ とにす る 。 なお,こ の 都 市圏域 の概 念 の 詳細 に つ い ては,川 嶋 辰彦 「都 市 化

現 象 と都 市圏 分 析」 『新 都 市』 第35巻,第8号,(助 都rl∫計画 協 会,昭 和56年,8

月,pp11-21を 参照 せ よ。

3)9の 関 数 で,t,u及 びuに つ いて は 対数 形で 表 わ され て い るが,A(t)に つ い て

は,定 敏化 で きない もの も含 まれ て い るた め に,こ こで は特 定 化 しな い。
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4)こ こで は,2階 の 条件42π=d2R-dZMく0が 満 足 され て い る もの と仮 定 す

る。

5)der=dR-dM=0の 条 件 か ら,

(A-)。+trtto(r)-araQ-ZIYuY(1)

また,限 界地 代は,

δE_ηY
e=tYa

a,Yuu

これ らを,(1)式 へ 代 入 す る と,

δ=e=丑(2)

α十to(t)β γ

(2)式の 第1番 目の式 と第2番 目の 式か ら,

βδ一 一α

A(の=ε
t

これ を,rで 積 分す る と,

/A(x)dx-(QsE-rra」zdx

ただ し,CBDの 空間的半径は,最 低1単 位は存在するもの として,CBDの 都市

化集積量をA(1)と 置 く。

したがって,

A(t)一 川 一(ぞ 一・)1・9'(・)

ま た,② 式の 第2番 目の 式 と第3番 目の式 か ら,

β_γ

ε η

これ を(3)式へ 代 入す る と,

A(t)-A(1)一 べ 労 一号)1・gf

とな る。

6)こ こで の 都市 化 度 とは,「 都 市化 の 程度 」 ま た は 「都 市 化 の 度 合」 と言 い換 え

る こ と可 能 で あ る。

7)ま ず,都 市 ・地 域 を説 明 して い る と考 え られ る 変数27(表1-1及 び 表1-2

を参 照)を 選 択 して,(多 くの 変量 か ら少数 の 指 標(成 分)を 析 出 す るの に 有効

な)主 成 分 分析 手 法 を用 いて,都 市 化 に 深 く係 わ る 主 成 分(CSU:Composite
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名古屋都市圏におけ る都市化の 集積経済に関する考察

ComponentScoreforUrbanization)を 抽 出 した。 つ い で,注6)の 都 市 化 度

を,都 市化(2≦CSU),準 都 市化(0≦CSU<2),準 弱 都 市 化(-2<CSU

<0),弱 都 市 化(CSU≦-2)の4つ に 分 類 した 。 同分 類 を名 占屋 都 市圏 に適

用 した結 果 は,第2-1図 及 び 第2-2図 が 示 す とお りであ る 。 なお,こ こでは,

第1主 成分 得 点 が,CSUを 示 して い る 。 ま た,表1-1及 び 表1-2か ら,従 業

者 当 り商 品販 売 額 の主 成 分 負 荷 量が 高 い 値 を示 して い る。 この 事 が,本 モ デ ルの

適 合 性 に 対 して,大 き く寄 与 して い る。

、8)な お,こ の 詳細 及び三 大都 市 圏 に おけ る都rti化 傾 向 の 比 較 に つ い て は ,神 頭

〔1986〕 を参照 せ よ。
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